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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 第36期中において、株式会社プロネットを新たに連結の範囲に加えております。 

３ 第37期中において、平成17年１月28日の取締役会決議により、平成17年５月20日付で１株を２株に株式分割

しております。 

４ 第37期において、株式会社ラムダシステムズを新たに連結の範囲に加えております。 

５ 第37期において、株式会社アイ・シーを新たに連結の範囲に加えております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第36期中 第37期中 第38期中 第36期 第37期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (千円) 10,678,026 10,978,944 11,964,760 21,572,655 22,831,777

経常利益 (千円) 595,739 610,778 426,476 1,605,656 1,479,332

中間(当期)純利益 (千円) 323,121 334,963 231,898 917,968 875,010

純資産額 (千円) 5,856,455 6,607,349 6,936,784 6,480,196 7,009,387

総資産額 (千円) 13,941,627 14,271,582 15,797,889 13,910,603 16,531,060

１株当たり純資産額 (円) 789.78 446.79 472.68 873.90 479.09

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 43.58 22.59 15.85 123.79 59.36

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 43.15 22.37 15.72 122.65 58.75

自己資本比率 (％) 42.0 46.3 43.8 46.6 42.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △2,464 408,677 183,944 981,610 902,416

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △74,446 △174,726 △ 3,942 △151,639 △ 1,037,025

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △152,234 △218,610 △ 727,943 △976,314 226,556

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(千円) 2,418,051 2,516,971 2,049,734 2,498,958 2,598,265

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数)

(名)
1,353
(14)

1,339
(15)

1,421
(55)

1,327
(21)

1,395
(14)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 第37期中において、平成17年１月28日の取締役会決議により、平成17年５月20日付で１株を２株に株式分割

しております。 

  

回次 第36期中 第37期中 第38期中 第36期 第37期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (千円) 9,473,153 9,613,923 10,014,594 19,025,447 19,918,163

経常利益 (千円) 527,505 622,287 558,829 1,420,511 1,359,939

中間(当期)純利益 (千円) 299,911 387,534 356,714 829,551 859,527

資本金 (千円) 438,900 438,900 438,900 438,900 438,900

発行済株式総数 (株) 7,415,290 14,830,580 14,830,580 7,415,290 14,830,580

純資産額 (千円) 5,415,384 6,151,666 6,507,518 5,978,067 6,474,771

総資産額 (千円) 12,762,613 13,074,003 14,047,957 12,678,296 13,877,696

１株当たり純資産額 (円) 730.30 415.98 444.79 806.19 442.55

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 40.45 26.14 24.38 111.87 58.31

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 40.05 25.88 24.18 110.84 57.71

１株当たり配当額 (円) ― ― ─ 25.00 20.00

自己資本比率 (％) 42.5 47.1 46.3 47.2 46.7

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数)

(名)
956
(13)

982
(15)

973
(45)

934
(15)

954
(14)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び関係会社)が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、各事業セグメントに係わる主要な関係会社の異動は概ね次のとおりであります。

  

(1) エンベデッドソリューション事業 

 主要な関係会社の異動はありません。 

  

(2) ビジネスソリューション事業 

 主要な関係会社の異動はありません。 

  

(3) プロダクトソリューション事業 

前連結会計年度まで連結子会社であった株式会社アイ・シーは平成18年８月１日付で、連結子会社で

ある株式会社ラムダシステムズが吸収合併しております。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、連結子会社である株式会社ラムダシステムズは次の連結子会社を平成18

年8月1日付で吸収合併しております。 

  

 
  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員(１日８時間換算)であります。 

３ 臨時従業員は、パートタイマーの従業員であり、派遣社員を除いております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員(１日８時間換算)であります。 

名称 住所
資本金
(千円）

主要な事業の内容

議決権の所有（被所
有）割合

関係内容

所有割合
（％）

被所有割
合（％）

役員の兼
任

資金の援
助等

営業上の
取引

設備の賃
貸借

株式会社アイ・シー
東京都品
川区

20,000
プロダクトソリュ
ーション事業

100.0 ―
従業員3
人

なし なし なし

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

エンベデッドソリューション事業
726
(17)

ビジネスソリューション事業
442
(11)

プロダクトソリューション事業
149
(14)

共通部門
104
(13)

合計
1,421
(55)

従業員数(名)
973
(45)



３ 臨時従業員は、パートタイマーの従業員であり、派遣社員を除いております。 

  

(3) 労働組合の状況 

現在、労働組合は結成されておりませんが、労使関係における特記事項はありません。 

  



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

①当中間連結会計期間の業績概要 

当中間連結会計期間の我が国経済は、企業の設備投資や円安を背景にした輸出の伸びに牽引される

形で、息の長い緩やかな景気回復が継続しております。  

 当情報サービス産業界においても、企業のＩＴ投資の回復に伴い、主力のソフトウェア開発の受注

環境は好調を維持しております。かたや、これら需要に対応できる技術者の不足が深刻さを増す中

で、業界慣例的に行われてきた開発多重請けの受注構造の見直しが進み、高度な情報セキュリティの

確保と質の高い製品・サービスを提供するためのＩＴ人材の充実強化が課題となっております。  

 このような経営環境の下、当社グループは「エンベデッドのコア」をブランド戦略として掲げ、優

良顧客(メーカ)への集中的な営業展開に取り組んでまいりました。また、電子テロップ製品を新たに

自社製品のラインナップに加え、新規分野の開拓による販売強化を図ってまいりました。  

 また将来に渡って企業価値を向上させるため、超高感度GPSチップなどの研究開発投資、内部統制

機能強化、人材教育のためe-learningシステムの拡充など、戦略的な投資に取り組むと共に生産性向

上においては、PMO（プロジェクト・マネジメント・オフィス）活動を強化し、プロジェクトマネジ

メントの徹底、品質管理システムの改善、開発生産性の向上に取り組んでまいりました。  

 この結果、当中間連結会計期間における売上高は11,964百万円(前中間連結会計期間比9.0％増)、

売上総利益は2,496百万円（同9.9％増）と増加したものの、連結子会社の赤字に加え、超高感度ＧＰ

Ｓチップ等のコア製品の戦略的な研究開発投資を継続したこと、受注計画のずれ込み等の影響によ

り、営業利益は432百万円(同29.9％減)、経常利益は426百万円(同30.2％減)、中間純利益は231百万

円(同30.8％減)となりました。  

  

 
  

＜当中間連結会計期間における中間連結業績と前中間連結会計期間との比較＞ (単位：百万円)

連結業績 増 減
(B)-(A)

増減率(％) 
(B)／(A)-１平成17年９月期(A) 平成18年９月期(B)

売上高 10,978 11,964 985 9.0

営業利益 616 432 △ 184 △ 29.9

経常利益 610 426 △ 184 △ 30.2

中間純利益 334 231 △ 103 △ 30.8



②事業セグメント別の状況 

当社グループの事業セグメント別の概況は、次のとおりであります。 

＜事業別セグメント別概況一覧＞ 

 
  

  

 
  

事業ポートフォリオ毎の業績に関する前期との比較
金額(百万円)

主な増減要因
増減率(％）

エンベデッドソリューション事業
6,409
3.5

エンベデッドソフトウェア開発分野は、前期に続いて、車載システム、第三世代携帯電話、情報家電、液晶製造・
検査装置開発などの組込ソフトウェア開発が堅調に増加いたしました。この結果、エンベデッドソリューション事
業の売上高は6,409百万円(前中間連結会計期間比3.5％増)となりました。

エンベデッドシステム開発
3,926 携帯、DVD、カーオーディオ、高機能プリンタ、液晶製造検査装

置などの制御用ソフトの分野が大きく伸長。サ 13.1
|
通信関連システム開発

1,467 構内交換機向けの開発業務縮小やエンベデッドシステム開発に
技術者をシフトした影響により減少。ビ △ 5.3

ス
エンジニアリングシステム開発

845 前年度、好調だった鉄鋼関連の生産ラインリプレースの開発縮
小により減少。区 △ 7.2

分
マイクロエレクトロニクスデザイン

170 ハードウェア基板等の設計・開発は堅調であったが、前度、上
期検収だったEMS企業活用の大型案件が今年度は下期検収となり
減少。

△ 33.8

携帯電話・通信端末
1,946 2G・3G携帯電話の各メーカ新機種開発や基地局の機能増強に向

けた開発が好調。13.2

通信インフラ
534 固定電話網の交換機開発は縮小、変わって携帯電話やIPフォン

の通信インフラの開発が増加するも減少。△ 3.6
製

自動車制御・車載システム
757 業界の好況を背景に、エンジン制御、カーナビゲーションシス

テムなどのシステム開発需要も好調を維持。一部、オーディオ
メーカの開発が収束したため減少。

品 △ 9.5
区

分
情報家電

1,151 高機能プリンタ、DVD・PDP等のデジタル情報家電向けの開発が
前期に引き続き活況。4.9

ＦＡ・装置制御
737 鉄鋼関連の製造プロセス制御は縮小したが、液晶製造装置・検

査装置関連システムの開発が拡大。64.8

その他
1,284
△ 19.8

計
6,409
3.5

事業ポートフォリオ毎の業績に関する前期との比較
金額(百万円)

主な増減要因
増減率(％）

ビジネスソリューション事業
3,948

10.4

製造業向けシステム開発業務の縮小により、製造ソリューションの売上は減少しましたが、前期に続いて金融、流
通の引合いが好調に推移しました。また、電力・水道関係の新規受注により、公共分野の売上高は大きく伸長しま
した。その結果、売上高は3,948百万円(前中間連結会計期間比10.4％増)となりました。

金融ソリューション
1,716 金融機関の銀行システム開発案件などの需要が引き続き好調に

推移し、伸長。15.4

サ
製造ソリューション

636 前期、好調に推移した製造業界向けシステム開発が一部収束
し、減少。｜ △16.4

ビ
流通ソリューション

406 継続的な流通システム開発案件の受注に加え、新たな顧客から
の開発案件を受注し、伸長。ス 17.6

区
公共ソリューション

816 水道局向け、電力業務向けの大型システム開発業務を受注し、
大きく伸長。分 29.0

Webソリューション
372 Web料金照会システムなど、Webベースの開発案件の引合いが増

加し、伸長。5.3



 
  

  

 
  

事業ポートフォリオ毎の業績に関する前期との比較
金額(百万円)

主な増減要因
増減率(％）

プロダクトソリューション事業
1,606

32.7

当社グループの主力製品である「OpenPDM/e-OpenPDM(製品データ管理システム)」、「ITAM/ITAMScan(総合資産管理
システム)」に新たな製品ラインナップとして電子テロップが加わり、製品販売・顧客向けカスタマイズ及び保守メ
ンテナンスを含めた売上高は1,606百万円(前中間連結会計期間比32.7％増)となりました。

ソフトプロダクト販売
61
主力製品である「ITAM/ITAMScan」受注増により増加。

10.1

サ
カスタマイズサービス

377 電子テロップ製品のユーザーカスタマイズ案件増加により大きく伸
長。｜ 79.8

ビ
ソフトウェア販売

225 エンベデッドシステム開発ツール販売は増加したが、前年度大型受
注のあった資産管理ソリューションの売上が前期比で減少。ス △ 16.4

区
システム販売

323 コンピュータ周辺機器の引き合いが活性化し、システム販売が増
加。分 9.8

その他情報サービス
619 電子テロップ製品の製品保守、メンテナンス契約などのサポートサ

ービスが増加。62.7

ネットワーク・PLMソリューション
424 「ITAM/ITAMScan」「OpenPDM/e-OpenPDM」などコアオリジナル主力

製品群。－

製
開発支援ツール

422 エンベデッドシステム用の各種開発支援ツール、コンピュータ及
び、周辺機器など。品 －

区
電子テロップ

409 放送局向け電子テロップ製品開発、販売、連結会社である株式会社
ラムダシステムズの製品。分 －

その他
351

－

計
1,606

32.7

＜当中間連結会計期間における中間連結業績と前中間連結会計期間との比較＞ (単位：百万円)

 
 

前中間期(第37期) 当中間期(第38期)

金  額 構成比 金  額 構成比 増減率

百万円 ％ 百万円 ％ ％

エンベデッドソリューション事業 6,190 56.4 6,409 53.6 3.5

ビジネスソリューション事業 3,577 32.6 3,948 33.0 10.4

プロダクトソリューション事業 1,210 11.0 1,606 13.4 32.7

計 10,978 100.0 11,964 100.0 9.0



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間は、税金等調整前中間純利益が472百万円(前中間連結会計期間比22.6％減)と

なりました。現預金及び現金同等物は前連結会計年度末に比べ、548百万円減少し、当中間連結会計

期間末には2,049百万円(前中間連結会計期間末比18.5％減)となりました。 

 ＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞ 

営業活動によるキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間と比べて224百万円減少し、183百万円

となりました。これは、税金等調整前当期純利益が472百万円となり、確定拠出年金の移行に伴う未

払金の増加額が817百万円あったことに対し、退職給付引当金の減少が1,175百万円となったためで

す。 

 ＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞ 

投資活動によるキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間と比べ170百万円増加し、△3百万円と

なりました。これは投資有価証券の取得による支出38百万円がありましたが、定期預金の払戻による

収入46百万円などがあったためであります。 

 ＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞ 

財務活動によるキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間と比べて509百万円減少し、△727百万

円となりました。これは、配当金の支払292百万円、長期借入の返済231百万円などがあったためであ

ります。 

 なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは、次のとおりであります。 

 
(注)株主資本比率：株主資本／総資産 

 時価ベースの株主資本比率:株式時価総額／総資産 

 債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

 インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

 ＊ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

 ＊ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。 

 ＊ 営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッ   

  シュ・フローを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている社   

  債、長期及び短期借入金を対象としております。また、利払いについては、連結キャッ 

  シュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

  

区  分 平成16年 平成17年 平成17年 平成18年 平成18年

９月期 ３月期 ９月期 ３月期 ９月期

株主資本比率(％） 42.0 46.6 46.3 42.4 43.8

時価ベースの株主資本比率(％) 102.7 122.9 124.2 118.2 87.1

債務償還年数(年) － 2.3 5.7 4.4 19.4

インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍) － 28.1 32.5 34.9 7.8



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

生産実績 

当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 金額は開発原価によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

外注実績 

当中間連結会計期間の生産実績に含まれる外注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のと

おりであります。 

  

 
(注) １ 金額は実際原価によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

仕入実績 

当中間連結会計期間の仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は、実際仕入額によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円) 前年同期比(％)

エンベデッドソリューション事業 5,090,762 104.7

ビジネスソリューション事業 3,196,575 109.7

プロダクトソリューション事業 715,121 152.3

合計 9,002,460 109.2

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円) 前年同期比(％)

エンベデッドソリューション事業 3,306,292 106.1

ビジネスソリューション事業 2,252,218 113.1

プロダクトソリューション事業 334,559 114.4

合計 5,893,070 109.1

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円) 前年同期比(％)

プロダクトソリューション事業 471,158 102.6 

合計 471,158 102.6 



(2) 受注実績 

当中間連結会計期間の受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 金額は、販売金額によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

エンベデッドソリューション 
事業

6,315,777 109.6 3,409,347 115.1 

ビジネスソリューション事業 4,281,147 126.0 2,083,088 119.0 

プロダクトソリューション事業 1,546,687 144.7 1,046,491 182.3 

合計 12,143,612 118.7 6,538,928 123.7 

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円) 前年同期比(％)

エンベデッドソリューション事業 6,409,852 103.5 

ビジネスソリューション事業 3,948,312 110.4 

プロダクトソリューション事業 1,606,595 132.7 

合計 11,964,760 109.0 



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。 

  



４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループは次代の技術革新に応じていくため、先端先進技術の導入と戦略的活用に力を入れてお

り、研究成果をもとに他企業との協業等を通じた製品・商品化に取り組んでおります。これまで特に研究

開発投資してまいりましたエンベデッド及びプロダクトソリューション事業分野においては、今後も飛躍

的な市場の拡大を見込み、顧客ニーズの本質を見据えた戦略製品の一層の創出、ラインナップ強化を図っ

てまいります。  

 当社グループにおける研究開発活動は、コア・コンピタンス拡大を基本方針としてテーマを選定し、事

業計画化した上で、実行に必要なチームを都度編成しております。また、受託特定研究を推進する「総合

研究所」がこれを統括して取締役会へ報告を行っており、このような社内体制によって日々進化するICT

（情報通信技術）に関して全社的な技術追究とその中核化を図っております。  

 当中間連結会計期間の研究開発費は155百万円で、事業セグメント毎の主な研究開発活動は次のとおり

であります。  

  

(1) エンベデッドソリューション事業(当中間連結会計期間の研究開発費 51百万円) 

  当事業では、主に２つのテーマについて研究開発活動を推進してまいりました。 

  ① 超高感度GPS用LSI開発 

現行GPS機能において問題となっているビルの谷間や室内利用での制限を大幅に緩和した超高感

度GPS用LSI開発を進めてきました。微弱電波での位置情報測位の性能評価用キットを作成し、第三

者による性能検証を行いました。引き続き、屋内・屋外での総合性能を検証するための評価用チッ

プの開発に取り組んでおります。 

  ② 自動定量希釈DO装置の開発 

LA製品シリーズである自動希釈装置にオートサンプラー及びDO測定機能を付加した「自動定量希

釈DO装置」を開発、販売を開始しました。本装置では希釈とDO測定の連続化による作業時間低減、

オートサンプラー機能による省力化、DO測定用フラン瓶が不要となることによるコスト削減を実現

しました。 

  

(2) プロダクトソリューション事業(当中間連結会計期間の研究開発費 103百万円)  

   当事業では、自社プロダクトに関連した新技術の研究開発に取り組んでおります。  

  ① 製品データ管理システム（e-OpenPDM） 

現行のV2シリーズからGUIの操作性、表現力、及びパフォーマンス性を向上させたV3シリーズの

研究開発を行いました。基本性能評価用V3.0の開発が完了し、引き続き、製品版となるV3.1の開発

を行っております。 

    ② 資産管理ソリューション（ITAMシリーズ） 

IT資産管理ソフト（ITAM：IT Asset Manager）のOEM供給、ASP対応に関する研究開発を行いまし

た。OEMに必要なセキュリティなどの機能強化を行い、提携先への供給を開始しました。また、ASP

対応に必要な新機能及びGUI操作性向上などの研究開発を行っております。 

    ③ 電子テロップ 

電子テロップの新製品としてGRID-MF/VMXの開発を行いました。GRID-MF/VMXは、制作編集系テロ

ップで今後標準的に要求されてくる仕様／GUI（例えば3D表現等）を搭載する新製品となります。 



  

今後は、これら研究成果をコア・コンピタンスとして他システムとの連動などを図り、トータルソリュ

ーションに向けた機能の充実に取り組んでまいります。  

  

    （注）１ GPS（Global Positioning System） 

米国防総省が運用する汎地球規模・測位システム、複数の人工衛星からの電波を受信

し、緯度経度高度などを測位するシステムです。 

       ２ LA（Laboratory Automation） 

これは、環境量証明事業所をはじめ大企業の分析部門、官公庁、地方自治体、浄化槽管

理業者などの研究機関向けに当社で開発した製品です。 

           ３ DO（Dissolved Oxygen）            

水中に溶けている酸素量のことで、主として、有機物による水質汚濁の指標として用い

られます。 

              ４ GUI（Graphical User Interface） 

コンピュータシステムへの入出力処理をマウスなどのポインティングデバイスを中心に

したユーザ操作にて行うことです。  

             ５ OEM（Original Equipment Manufacturer） 

提携した相手先ブランドで販売される自社製品の製造、もしくは、製造するメーカを表

します。 

             ６ ASP（Application Service Provider） 

インターネットを介してビジネスソフトを貸出しする事業者を表します。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  



２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要設備の新設等について、重要な

変更並びに重要な設備計画の完了はありません。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月25日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 14,830,580 14,830,580
東京証券取引所
(市場第一部)

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式

計 14,830,580 14,830,580 ―― ――



(2) 【新株予約権等の状況】 

旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

２ 当社が株式の分割または併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって、次の算式により新株予約権の

目的たる株式の数を調整するものとします。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で権利行

使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り

捨てるものとします。 

  調整後の株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

３ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整により

生じる１円未満の端数は切り上げる。 

株主総会の特別決議日(平成15年６月27日)

中間会計期間末現在
(平成18年９月30日)

提出日の前月末現在
(平成18年11月30日)

新株予約権の数(個) 3,276(注)１ 3,276(注)１

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 327,600(注)２ 327,600(注)２

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり650(注)３ 同左

新株予約権の行使期間
平成18年９月１日～
平成21年８月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格   650
資本組入額  325

同左

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割り当てを受
けた者は、権利行使時にお
いても、当社及び当社連結
子会社の取締役、監査役又
は従業員の地位にあること
を要する。ただし、取締
役、監査役、又は従業員の
地位を失った場合であって
も、取締役、監査役の任期
満了等の正当な理由による
退任、又は従業員の定年、
会社都合等の正当な理由に
よる退職の場合に限り、当
該地位喪失の日後２年間を
限度に権利を行使できる。
②新株予約権の相続は認めな
い。
③その他の条件については、
株主総会決議及び新株予約
権発行の取締役会決議に基
づき、当社と新株予約権者
との間で締結する「新株予
約権割当契約」に定めると
ころによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡について
は、当社取締役会の承認を要
する。

同左

代用払込みに関する事項 ─ ─

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合比率



また、時価を下回る価額で新株の発行(新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く)を行う場合

は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 
  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

  

  

(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

 
  

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新規発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成18年９月30日 ─ 14,830,580 ─ 438,900 ─ 151,112

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

株式会社シージー・エンタープ
ライズ

東京都世田谷区中町５-18-８ 2,722 18.36

株式会社タネムラコーポレーシ
ョン

東京都世田谷区瀬田１-17-18 2,095 14.13

種村良平 東京都世田谷区 1,702 11.48

種村美那子 東京都世田谷区 579 3.91

種村良一 東京都世田谷区 501 3.38

神山恵美子 東京都世田谷区 301 2.03

種村明美 東京都世田谷区 301 2.03

種村友美 東京都世田谷区 300 2.03

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社

東京都港区浜松町２-11-３ 280 1.89

コア従業員持株会 東京都世田谷区三軒茶屋１-22-３ 263 1.78

計 ― 9,048 61.02



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,100株(議決権数11個)含まれ

ております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式) 
 普通株式   200,000 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式14,630,100 146,301
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

単元未満株式 普通株式       480 ― 同上

発行済株式総数 14,830,580 ― ―

総株主の議決権 ― 146,301 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社コア

東京都世田谷区三軒茶屋
１-22-３

200,000 ─ 200,000 1.35

計 ― 200,000 ─ 200,000 1.35



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

  

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 1,336 1,258 1,115 978 965 946

最低(円) 1,200 1,091 938 830 838 901



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間連結財務諸

表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間連

結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間財務諸表等規則

に基づき、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間財務諸表等規

則に基づいて作成しております。 

  

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年

９月30日まで)及び前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表及

び中間財務諸表については、中央青山監査法人により中間監査を受け、当中間連結会計期間(平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の

中間連結財務諸表及び中間財務諸表については、みすず監査法人により中間監査を受けております。 

 なお、従来から当社が監査証明を受けている中央青山監査法人は、平成18年９月１日に名称を変更し、

みすず監査法人となりました。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 2,684,560 2,286,904 2,879,768

 ２ 受取手形及び売掛金 ＊３ 4,636,920 5,263,418 5,615,970

 ３ 有価証券 25,340 27,239 26,667

 ４ たな卸資産 751,701 986,983 668,717

 ５ 繰延税金資産 377,245 508,670 299,004

 ６ その他 159,818 149,107 100,117

   貸倒引当金 △658 △ 1,474 △732

   流動資産合計 8,634,929 60.5 9,220,849 58.4 9,589,511
58.0 
 

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物及び構築物 ＊１ 2,759,503 2,793,411 2,792,224

    減価償却累計額 1,600,171 1,159,331 1,673,620 1,119,791
1,645,332

 
1,146,892 

 
  (2) 機械装置 
    及び運搬具

303,257 347,247 366,294

    減価償却累計額 200,205 103,052 226,831 120,415 261,807 104,486

  (3) 土地 ＊１ 2,082,175 2,093,406 2,093,406

  (4) 建設仮勘定 1,939 ― 27,884

  (5) その他 306,997 302,512 321,821

    減価償却累計額 222,808 84,188 226,965 75,546 237,856 83,965

    有形固定資産合計 3,430,686 24.0 3,409,160 21.6 3,456,635 20.9

 ２ 無形固定資産

  (1) 連結調整勘定 320,644 ― 888,642

   (2) のれん ─ 795,503 ─

  (3) その他 48,205 49,167 49,874

    無形固定資産合計 368,849 2.6 844,671 5.3 938,516 5.7

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 482,285 958,841 979,667

  (2) 繰延税金資産 628,549 532,102 711,650

  (3) その他 744,132 832,265 872,928

    貸倒引当金 △17,850 ― △17,850

    投資その他の資産 
    合計

1,837,116 12.9 2,323,208 14.7 2,546,396 15.4

   固定資産合計 5,636,652 39.5 6,577,040 41.6 6,941,548 42.0

   資産合計 14,271,582 100.0 15,797,889 100.0 16,531,060 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 2,210,371 2,426,972 2,488,432

 ２ 短期借入金 ＊１ 1,502,873 2,227,339 2,443,670

 ３ 一年内償還予定社債 100,000 100,000 100,000

 ４ 未払法人税等 381,740 252,721 371,098

 ５ 賞与引当金 681,078 761,561 565,243

 ６ 受注損失引当金 49,924 17,827 4,180

 ７ その他 450,188 925,167 496,809

   流動負債合計 5,376,175 37.7 6,711,589 42.5 6,469,434 39.1

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 250,000 150,000 200,000

 ２ 長期借入金 ＊１ 464,494 1,083,594 1,252,594

 ３ 退職給付引当金 1,208,268 83,301 1,258,882

 ４ 役員退職慰労引当金 284,121 274,055 284,507

 ５ その他 54,206 558,564 25,839

   固定負債合計 2,261,091 15.8 2,149,515 13.6 3,021,823 18.3

   負債合計 7,637,267 53.5 8,861,105 56.1 9,491,258 57.4

(少数株主持分)

 少数株主持分 26,965 0.2 ― ― 30,414 0.2

(資本の部)

Ⅰ 資本金 438,900 3.1 ― ― 438,900 2.7

Ⅱ 資本剰余金 151,112 1.0 ― ― 151,112 0.9

Ⅲ 利益剰余金 6,024,529 42.2 ― ― 6,564,576 39.7

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

66,331 0.5 ― ― 97,572 0.6

Ⅴ 為替換算調整勘定 △23,745 △0.2 ― ― △12,859 △0.1

Ⅵ 自己株式 △49,778 △0.3 ― ― △229,914 △1.4

   資本合計 6,607,349 46.3 ― ― 7,009,387 42.4

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

14,271,582 100.0 ― ― 16,531,060 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 438,900 2.8 ― ―

 ２ 資本剰余金 ― ― 151,112 1.0 ― ―

 ３ 利益剰余金 ― ― 6,503,865 41.2 ― ―

 ４ 自己株式 ― ― △229,914 △1.5 ― ―

   株主資本合計 ― ― 6,863,963 43.5 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― ― 66,120 0.4 ― ―

 ２ 為替換算調整勘定 ― ― △14,565 △0.1 ― ―

   評価・換算差額等 
   合計

― ― 51,555 0.3 ― ―

Ⅲ 少数株主持分 ― ― 21,265 0.1 ― ―

   純資産合計 ― ― 6,936,784 43.9 ― ―

   負債純資産合計 ― ― 15,797,889 100.0 ― ―



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比 
(％)

Ⅰ 売上高 10,978,944 100.0 11,964,760 100.0 22,831,777 100.0

Ⅱ 売上原価 8,707,079 79.3 9,468,380 79.1 18,057,474 79.1

   売上総利益 2,271,865 20.7 2,496,380 20.9 4,774,302 20.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ＊１ 1,654,903 15.1 2,064,023 17.3 3,290,054 14.4

   営業利益 616,961 5.6 432,357 3.6 1,484,247 6.5

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 1,417 1,687 2,808

 ２ 受取配当金 2,094 741 3,445

 ３ 賃貸料収入 2,702 2,728 5,404

 ４ 補助金受入額 5,345 5,827 6,170

 ５ 保険金収入 3,000 ― ―

 ６ 貸倒引当金戻入額 4,124 178 ―

 ７ 持分法による投資 
   利益

― 2,653 3,735

 ８ 投資収益 ─ 4,462 ─

 ９ その他 3,889 22,573 0.2 7,448 25,725 0.2 22,448 44,013 0.2

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 12,559 23,703 25,889

 ２ 賃貸料原価 2,677 2,695 5,318

 ３ 持分法による投資 
   損失

4,162 ― ―

 ４ 為替差損 1,749 ─ 6,749

 ５ その他 7,607 28,756 0.2 5,206 31,605 0.2 10,971 48,928 0.2

   経常利益 610,778 5.6 426,476 3.6 1,479,332 6.5

Ⅵ 特別利益

 １ 投資有価証券売却益 ― ― 69,661

 ２ 退職給付引当金 

   戻入益
― ― ― 59,863 59,863 0.5 ― 69,661 0.3

Ⅶ 特別損失

 １ 投資有価証券評価損 ― 6,370 ―

 ２ 厚生年金基金脱退拠 
   出金

― ― ― 7,422 13,792 0.2 ― ―

   税金等調整前 
   中間(当期)純利益

610,778 5.6 472,548 3.9 1,548,993 6.8

   法人税、住民税 
   及び事業税

378,064 246,991 703,105

   法人税等調整額 △104,351 273,713 2.5 2,423 249,415 2.1 △32,082 671,023 3.0

   少数株主利益又は 
   少数株主損失（△）

2,101 0.0 △8,766 △0.1 2,959 0.0

   中間(当期)純利益 334,963 3.1 231,898 1.9 875,010 3.8



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 151,112
151,112

 

Ⅱ 資本剰余金中間期末(期末)残高 151,112 151,112

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 5,874,948 5,874,948

Ⅱ 利益剰余金増加高

  中間(当期)純利益 334,963 334,963 875,010 875,010

Ⅲ 利益剰余金減少高

  配当金 185,382 185,382 185,382 185,382

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残高 6,024,529 6,564,576



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(千円) 438,900 151,112 6,564,576 △229,914 6,924,674

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △292,610 △292,610

 中間純利益 231,898 231,898

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円)

― ― △60,711 ― △60,711

平成18年９月30日残高(千円) 438,900 151,112 6,503,865 △229,914 6,863,963

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 97,572 △12,859 84,712 30,414 7,039,802

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △292,610

 中間純利益 231,898

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△31,451 △1,705 △33,157 △9,149 △42,306

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円)

△31,451 △1,705 △33,157 △9,149 △103,017

平成18年９月30日残高(千円) 66,120 △14,565 51,555 21,265 6,936,784



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

１ 税金等調整前中間(当期)純利益 610,778 472,548 1,548,993

２ 減価償却費 68,167 74,260 145,984

３ 連結調整勘定償却額 45,806 ─ 91,612

４ のれん償却額 ─ 108,747 ─

５ 貸倒引当金の増減額 △4,124 741 △4,100

６ 賞与引当金の増加額 134,529 196,417 17,653

７ 退職給付引当金の増減額 48,919 △1,175,580 99,533

８ 確定拠出年金移行に伴う未払金 
  増加額

― 817,097 ―

９ 役員退職慰労引当金の増減額 1,666 △36,952 2,052

10 受注損失引当金の増加額 49,924 13,646 4,180

11 投資有価証券売却益 ― ― △69,661

12 投資有価証券評価損 ― 6,370 ─

13 持分法による投資損益 4,162 △2,653 △3,735

14 売上債権の増減額 121,922 352,506 △288,078

15 たな卸資産の増減額 △177,838 △318,412 83,690

16 営業債務の増減額 △46,752 △11,753 74,960

17 前受金の増加額 45,001 79,703 4,609

18 未払消費税の減少額 △24,672 △38,684 △5,336

19 受取利息及び配当金 △3,511 △2,428 △6,254

20 支払利息 12,559 23,703 25,889

21 その他 △47,260 △5,769 △54,566

   小計 839,279 553,508 1,667,426

22 利息及び配当金の受取額 16,192 4,228 18,935

23 利息の支払額 △12,559 △23,703 △25,889

24 法人税等の支払額 △434,235 △350,088 △758,056

  営業活動による 
  キャッシュ・フロー

408,677 183,944 902,416



前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

１ 定期預金の預入による支出 △60,001 △2,505 △60,017

２ 定期預金の払戻による収入 50,012 46,839 70,581

３ 有価証券の取得による支出 △250 △461 △616

４ 有価証券の売却による収入 2,000 ― 2,000

５ 有形固定資産の取得による支出 △100,891 △27,132 △151,303

６ 有形固定資産の売却による収入 ― 105 ―

７ 無形固定資産の取得による支出 △12,506 △4,331 △17,215

８ 投資有価証券の取得による支出 △50,020 △38,520 △672,419

９ 投資有価証券の売却による収入 ― ― 264,760

10  貸付金の回収による収入 ― 3,504 ―

11 その他の投資の取得による支出 △7,894 △2,649 △24,511

12 その他の投資の回収による収入 4,826 21,209 7,383

13 株式の取得により新規連結したこ 
  とに伴う支出

― ― △455,667

  投資活動による
  キャッシュ・フロー

△174,726 △3,942 △1,037,025

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

１ 短期借入金の純増減額 102,988 △154,331 △137,345

２ 長期借入れによる収入 50,000 ― 1,050,000

３ 長期借入金の返済による支出 △86,072 △231,000 △168,962

４ 社債の償還による支出 △50,000 △50,000 △100,000

５ 自己株式の取得による支出 △50,147 ― △231,757

６ 配当金の支払額 △185,378 △292,612 △185,378

  財務活動による
  キャッシュ・フロー

△218,610 △727,943 226,556

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 2,673 △589 7,359

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 18,013 △548,530 99,306

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 2,498,958 2,598,265 2,498,958

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

2,516,971 2,049,734 2,598,265



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

該当する事項はありません。 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

該当する事項はありません。 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

該当する事項はありません。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関す

る事項

(1) 連結子会社の数 ７社

連結子会社の名称

株式会社アコード・

システム

株式会社アクティ

ブ・ブレインズ・ト

ラスト

コアネットインタナ

ショナル株式会社

コア興産株式会社

北京核心軟件有限公

司

株式会社ギガ

株式会社プロネット

(1) 連結子会社の数 ８社

連結子会社の名称

株式会社アコード・

システム

株式会社アクティ

ブ・ブレインズ・ト

ラスト

コアネットインタナ

ショナル株式会社

コア興産株式会社

北京核心軟件有限公

司

株式会社ギガ

株式会社プロネット

株式会社ラムダシス

テムズ 

 連結子会社であっ

た株式会社アイ・シ

ーについては、株式

会社ラムダシステム

ズとの合併により消

滅しております。 

 

(1) 連結子会社の数 ９社

連結子会社の名称

株式会社アコード・

システム

株式会社アクティ

ブ・ブレインズ・ト

ラスト

コアネットインタナ

ショナル株式会社

コア興産株式会社

北京核心軟件有限公

司

株式会社ギガ

株式会社プロネット

株式会社ラムダシス

テムズ

株式会社アイ・シー

 株式会社ラムダシ

ステムズについて

は、新たに株式を取

得したことにより、

当連結会計年度末よ

り連結の範囲に含め

ております。 

 また、株式会社ラ

ムダシステムズの

100％子会社である

株式会社アイ・シー

についても、当連結

会計年度末より連結

の範囲に含めており

ます。



  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(2) 非連結子会社の数

３社

非連結子会社の名称

上海核心信息技術有

限公司

アンサー・アンド・

コンサルティング株

式会社

株式会社医療福祉工

学研究所

(2) 非連結子会社の数

３社

非連結子会社の名称

同左

(2) 非連結子会社の数

３社

非連結子会社の名称

同左

連結の範囲から除いた

理由

 非連結子会社は小規

模会社であり、総資

産、売上高、中間純損

益及び利益剰余金(持

分に見合う額)等は、

いずれも中間連結財務

諸表に重要な影響を及

ぼしていないためであ

ります。

連結の範囲から除いた

理由

同左

連結の範囲から除いた

理由

 非連結子会社は小規

模会社であり、総資

産、売上高、当期純損

益及び利益剰余金(持

分に見合う額)等は、

いずれも連結財務諸表

に重要な影響を及ぼし

ていないためでありま

す。



  

 

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

２ 持分法の適用に関

する事項

(1) 持分法を適用した非連

結子会社及び関連会社

非連結子会社の数

２社

非連結子会社の名称

上海核心信息技術有

限公司

アンサー・アンド・

コンサルティング株

式会社

(1) 持分法を適用した非連

結子会社及び関連会社

非連結子会社の数

２社

非連結子会社の名称

同左

(1) 持分法を適用した非連

結子会社及び関連会社

非連結子会社の数

２社

非連結子会社の名称

同左

関連会社の数 ４社 

持分法適用会社の名称 

株式会社ダイセック 

協立システム開発株式

会社 

ケイ・エヌ情報システ

ム株式会社 

株式会社古河市情報セ

ンター

関連会社の数 ４社

持分法適用会社の名称

同左

関連会社の数 ４社

持分法適用会社の名称

同左

(2) 持分法を適用しない非

連結子会社及び関連会

社

持分法を適用しない非

連結子会社及び関連会

社のうち主要な会社の

名称

株式会社システムク

リエイティブ

株式会社東北情報セ

ンター

北京吉利科電子工程

有限公司

(2) 持分法を適用しない非

連結子会社及び関連会

社

持分法を適用しない非

連結子会社及び関連会

社のうち主要な会社の

名称

同左

(2) 持分法を適用しない非

連結子会社及び関連会

社

持分法を適用しない非

連結子会社及び関連会

社のうち主要な会社の

名称

同左

(3) 持分法を適用しない理

由

持分法非適用会社

は、それぞれ中間連結

純損益及び連結利益剰

余金等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ、全

体としても重要性がな

いため、持分法の適用

から除外しておりま

す。

(3) 持分法を適用しない理

由

同左

(3) 持分法を適用しない理

由

持分法非適用会社

は、それぞれ連結純損

益及び連結利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微

であり、かつ、全体と

しても重要性がないた

め、持分法の適用から

除外しております。

(4) 持分法の適用の手続に

ついて特に記載する必

要があると認められる

事項 

 持分法適用会社のう

ち、中間決算日が中間

連結決算日と異なる会

社については、当該会

社の中間会計期間に係

る中間財務諸表を使用

しております。

(4) 持分法の適用の手続に

ついて特に記載する必

要があると認められる

事項 

   同左 

 

 

 

(4) 持分法の適用の手続に

ついて特に記載する必

要があると認められる

事項 

 持分法適用会社のう

ち、決算日が連結決算

日と異なる会社につい

ては、当該会社の事業

年度に係る財務諸表を

使用しております。



  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)に

関する事項

 連結子会社のうち北京核

心軟件有限公司の中間決算

日は、６月30日でありま

す。中間連結財務諸表を作

成するにあたっては同日現

在の中間財務諸表を使用

し、中間連結決算日との間

に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な修正を

行っております。

同左  連結子会社のうち北京核

心軟件有限公司の決算日は

12月31日であります。連結

財務諸表を作成するにあた

っては同日現在の財務諸表

を使用し、連結決算日との

間に生じた重要な取引につ

いは、連結上必要な修正を

行っております。

４ 会計処理基準に関

する事項

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

① たな卸資産の評価方

法及び評価基準

商品

移動平均法による原

価法

原材料

移動平均法による原

価法

仕掛品

個別法による原価法

貯蔵品

最終仕入原価法

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

① たな卸資産の評価方

法及び評価基準

商品

同左

原材料

同左

仕掛品

同左

貯蔵品

同左

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

① たな卸資産の評価方

法及び評価基準

商品

同左

原材料

同左

仕掛品

同左

貯蔵品

同左

② 有価証券の評価方法

及び評価基準

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算末日の市

場価格等に基づく

時価法

(評価差額は全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は移動平均法によ

り算定)

② 有価証券の評価方法

及び評価基準

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算末日の市

場価格等に基づく

時価法 

(評価差額は全部

純資産直入法によ

り処理し、売却原

価は移動平均によ

り算定）

② 有価証券の評価方法

及び評価基準

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場

価格等に基づく時

価法

(評価差額は全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は移動平均法によ

り算定)

時価のないもの

移動平均法による

原価法

時価のないもの

移動平均法による

原価法

 なお、投資事業

有限責任組合及び

それに類する組合

への出資（証券取

引法第２条第２項

により有価証券と

みなされるもの）

については、組合

契約に規定される

決算報告日に応じ

て入手可能な最近

の決算書を基礎と

し、持分相当額を

純額で取り込む方

法によっておりま

す。

時価のないもの

同左 

 

             



項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

有形固定資産

定率法

但し、平成10年４

月１日以降取得した

建物(建物附属設備

は除く )について

は、定額法を採用し

ております。

なお、耐用年数及

び残存価額について

は、法人税法に規定

する方法と同一の基

準によっておりま

す。

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

有形固定資産

同左

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

有形固定資産

同左

無形固定資産

市場販売目的のソフ

トウェア

見込販売期間(３

年以内)における見

込販売数量に基づく

償却額と販売可能な

残存有効期間に基づ

く均等配分額を比較

し、いずれか大きい

額を計上しておりま

す。

自社利用のソフト

ウェア

見込利用可能期

間(５年)に基づく

定額法によってお

ります。

無形固定資産

市場販売目的のソフ

トウェア

同左

自社利用のソフト

ウェア

  同左  

 

       

 

無形固定資産

市場販売目的のソフ

トウェア

同左

自社利用のソフト

ウェア

同左

(3) 重要な引当金の計上基

準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによ

る損失に備えるた

め、一般債権につい

ては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等

特定の債権について

は個別に回収可能性

を勘案し、回収不能

見込額を計上してお

ります。

(3) 重要な引当金の計上基

準

① 貸倒引当金

同左

(3) 重要な引当金の計上基

準

① 貸倒引当金

同左

② 賞与引当金 

 従業員に対して支

給する賞与の支出に

充てるため、支給見

込額を計上しており

ます。

 ② 賞与引当金 

   同左

 ② 賞与引当金 

   同左



  

   

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

③ 受注損失引当金

ソフトウェアの請

負契約に基づく開発

のうち、当中間連結

会計期間末時点で将

来の損失が見込ま

れ、かつ、当該損失

額を合理的に見積も

ることが可能なもの

については、将来発

生が見込まれる損失

額を計上しておりま

す。

③ 受注損失引当金

同左

③ 受注損失引当金

ソフトウェアの請

負契約に基づく開発

のうち、当連結会計

年度末時点で将来の

損失が見込まれ、か

つ、当該損失額を合

理的に見積もること

が可能なものについ

ては、将来発生が見

込まれる損失額を計

上しております。

④ 退職給付引当金

従業員の退職給付

に備えるため、当連

結会計年度末におけ

る退職給付債務及び

年金資産の見込額に

基づき、当中間連結

会計期間末において

発生していると認め

られる額を計上して

おります。

未認識数理計算上

の差異は、その発生

時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一

定年数(５年)による

定額法により、その

発生時の翌連結会計

年度から費用処理し

ております。

④ 退職給付引当金

確定拠出年金へ移

行しない退職一時金

については、従業員

の退職給付に備える

ため当中間連結会計

期間末における要支

給額を計上しており

ます。 

 

④ 退職給付引当金

従業員の退職給付

に備えるため、当連

結会計年度末におけ

る退職給付債務及び

年金資産の見込額に

基づき、当連結会計

年度末において発生

していると認められ

る額を計上しており

ます。

未認識数理計算上

の差異は、その発生

時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一

定年数(５年)による

定額法により、その

発生時の翌連結会計

年度から費用処理し

ております。

⑤ 役員退職慰労引当金

役員に対する退職

慰労金の支出に備え

るため、役員退職慰

労金支給規程に基づ

く中間連結会計期間

末要支給額を計上し

ております。

⑤ 役員退職慰労引当金

同左

⑤ 役員退職慰労引当金

役員に対する退職

慰労金の支出に備え

るため、役員退職慰

労金支給規程に基づ

く連結会計年度末要

支給額を計上してお

ります。



  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(4) 重要なリース取引の処

理方法

リース物件の所有権

が借主に移転すると認

められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取

引については、通常の

賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によ

っております。

(4) 重要なリース取引の処

理方法

同左

(4) 重要なリース取引の処

理方法

同左

(5) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項

① 消費税等の会計処理

消費税及び地方消

費税の会計処理は、

税抜方式によってお

ります。

(5) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項

① 消費税等の会計処理

同左

(5) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

① 消費税等の会計処理

同左

② 税額計算等における

諸準備金等の取扱い

当中間連結会計期

間に係る税額及び法

人税等調整額は、当

事業年度において予

定している利益処分

による租税特別措置

法の規定に基づく積

立金及び準備金の取

崩しを前提として当

中間連結会計期間に

係る金額を計算して

おります。

② 税額計算等における

諸準備金等の取扱い

―――――――

② 税額計算等における

諸準備金等の取扱い

―――――――

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲

資金の範囲には、手許現

金、要求払預金及び取得日

から３ヶ月以内に満期日の

到来する流動性の高い、容

易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない短

期的な投資を含めておりま

す。

同左 同左



表示方法の変更 
  

 
  

会計処理方法の変更 
  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

────────── (中間連結貸借対照表) 

 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定」とし

て掲記されていたものは、当中間連結会計期間から「の

れん」と表示しております。

(中間連結損益計算書) 

 前中間連結会計期間において営業外収益の「その他」

に含めて表示しておりました「貸倒引当金戻入額」(前

中間連結会計期間169千円)については、営業外収益の総

額の100分の10超となったため、当中間連結会計期間よ

り区分掲記しております。

(中間連結損益計算書) 

 当中間連結会計期間より、「為替差損」(当中間連結

会計期間58千円)は、金額が僅少となったため、営業外

費用の「その他」に含めて表示しております。

────────── (中間連結キャッシュ・フロー計算書) 

 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却

額」として掲記されていたものは、当中間連結会計期間

から「のれん償却額」と表示しております。

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」(「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」(企業会計審議会

平成14年８月９日))及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

────────── (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当連結会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号)

を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

──────────  (貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等） 

 当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」(企業会計基準委員会 平

成17年12月９日企業会計基準第５

号)及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号)を適用しております。  

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は、6,915,519千円

であります。 

 中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結財務諸表は、改正後の中間連

結財務諸表規則により作成しており

ます。

──────────



追加情報 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(受注損失引当金) 

 当中間連結会計期間では、請負契

約に基づく提案型ソリューション業

務や新規技術開発を伴う業務におい

て、政策的な受注や仕様調整の受入

等により、プロジェクトの実行予算

上、開発原価が受注金額を超える部

分が発生したため、受注損失引当金

49,924千円を計上しております。

────────── (受注損失引当金) 

 当連結会計期間では、請負契約に

基づく提案型ソリューション業務や

新規技術開発を伴う業務において、

政策的な受注や仕様調整の受入等に

より、プロジェクトの実行予算上、

開発原価が受注金額を超える部分が

発生したため、受注損失引当金

4,180千円を計上しております。 

────────── （退職給付引当金）

 当社及び国内連結子会社は平成18

年４月１日をもって、適格年金制度

及び退職一時金制度を廃止し、確定

拠出年金制度に移行いたしました。 

 なお、確定拠出年金へ移行しない

退職一時金については、制度の廃止

時点までに係る退職金額は確定して

おりますが、支給時期は退職時であ

るため、「実務対応報告第２号退職

給付制度間の移行等の会計処理に関

する実務上の取扱い」（企業会計基

準委員会平成14年３月29日）に基づ

き、引続き「退職給付引当金」とし

て計上しております。  

 未認識数理計算上の差異の未処理

額については、退職一時金に含めて

一括処理しております。  

 本移行に伴う影響額は、特別利益

の「退職給付引当金戻入益」として

59,863千円計上しております。 

──────────



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  
前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日)

 

 

＊１ 担保に供している資産とこれ

に対応する債務は次のとおり

であります。

担保提供資産

建物及び 
構築物

175,912千円

土地 280,160千円

計 456,072千円

上記に対する債務

短期借入金 24,000千円

長期借入金 60,000千円

計 84,000千円

なお、上記の他、加入する

協同組合広島インテリジェン

ト セ ン タ ー の 借 入 金

1,040,503千円に対して建物

176,325千円、土地317,783千

円を担保に供しております。

 

 

＊１ 担保に供している資産とこれ

に対応する債務は次のとおり

であります。

担保提供資産

建物及び
構築物

172,527千円

土地 280,160千円

計 452,687千円

上記に対する債務

短期借入金 24,000千円

長期借入金 36,000千円

計 60,000千円

なお、上記の他、加入する

協同組合広島インテリジェン

トセンターの借入金899,371

千円に対して建物168,386千

円、土地317,783千円を担保

に供しております。

 

 

＊１ 担保に供している資産とこれ

に対応する債務は次のとおり

であります。

担保提供資産

現金及び
預金
建物及び
構築物

90,077千円

174,219千円

土地 280,160千円

計 544,457千円

上記に対する債務

短期借入金 324,000千円

長期借入金 48,000千円

計 372,000千円

なお、上記の他、加入する

協同組合広島インテリジェン

トセンターの借入金969,937

千円に対して建物172,264千

円、土地 317,783円を担保に

供しております。

 ２ 保証債務

関連会社の金融機関からの

借入金に対し、次のとおり債

務保証を行っております。

株式会社東北情報センター

10,000千円

――――――  ２ 保証債務

関連会社の金融機関から

の借入金に対し、次のとおり

債務保証を行っております。

株式会社東北情報センター

6,000千円

――――――  ＊３  期末日満期手形の処理

 中間連結会計期間末日満期

手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理

しております。 

 なお、当中間連結会計期間

末日が金融機関の休日であっ

たため、次の中間連結会計期

間末日満期手形が、中間連結

会計期間末残高に含まれてお

ります。 

 受取手形 67,043千円 

――――――

 ４ 加入する厚生年金基金

中間連結財務諸表提出会社

及び連結子会社は、自社の拠

出に対応する年金資産の額を

合理的に計算することができ

ない総合設立型の厚生年金基

金に加入しており、掛金拠出

割合等により計算した年金資

産の額は、2,363,748千円で

あります。

 ４ 加入する厚生年金基金

中間連結財務諸表提出会社

及び連結子会社は、自社の拠

出に対応する年金資産の額を

合理的に計算することができ

ない総合設立型の厚生年金基

金に加入しており、掛金拠出

割合等により計算した年金資

産の額は、2,962,334千円で

あります。

 ４ 加入する厚生年金基金

連結財務諸表提出会社及び

連結子会社は、自社の拠出に

対応する年金資産の額を合理

的に計算することができない

総合設立型の厚生年金基金に

加入しており、掛金拠出割合

等により計算した年金資産の

額は、2,742,166千円であり

ます。



(中間連結損益計算書関係) 

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

＊１ 販売費及び一般管理費のうち

主要科目及び金額は次のとおり

であります。

人件費 1,019,253千円

賞与引当金繰入額 72,624千円

退職給付費用 11,782千円

役員退職慰労 

引当金繰入額
2,465千円

 

＊１ 販売費及び一般管理費のうち

主要科目及び金額は次のとおり

であります。

人件費 1,164,065千円

賞与引当金繰入額 81,583千円

退職給付費用 16,436千円

役員退職慰労 

引当金繰入額
1,918千円

 

＊１ 販売費及び一般管理費のうち

主要科目及び金額は次のとおり

であります。

人件費 2,083,898千円

賞与引当金繰入額 59,141千円

退職給付費用 24,497千円

役員退職慰労 

引当金繰入額
4,921千円



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

    当中間連結会計期間末時点では、新株予約権の残高がないため記載は省略しております。 

  
４ 配当に関する事項 

    配当金支払額 

 
  
  

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 14,830,580 ─ ─ 14,830,580

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 200,080 ─ ─ 200,080

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月23日 
定時株主総会

普通株式 292,610 20 平成18年３月31日 平成18年６月23日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

   現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係

現金及び預金勘定 2,684,560千円

預入期間が３か月 
を超える定期預金

△167,588千円

現金及び 
現金同等物

2,516,971千円

 

   現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係

現金及び預金勘定 2,286,904千円

預入期間が３か月
を超える定期預金

△237,169千円

現金及び 
現金同等物

2,049,734千円

 

 １ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2,879,768千円

預入期間が３か月
を超える定期預金

△281,503千円

現金及び
現金同等物

2,598,265千円



次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額
工具器具
備品 
(千円)

取得価額 
相当額

7,649

減価償却 
累計額 
相当額

6,440

中間期末 
残高 
相当額

1,208

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額
機械装置
及び運搬
具 
(千円)

工具器具
備品 
（千円）

合計
（千円）

取得価額 
相当額

29,153 20,571 49,725

減価償却 
累計額 
相当額

14,621 9,118 23,740

中間期末 
残高 
相当額

14,532 11,453 25,985  

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額
工具器具
備品 
(千円)

取得価額
相当額

43,236

減価償却
累計額 
相当額

21,075

期末残高
相当額

22,160

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 798千円

１年超 488千円

合計 1,286千円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 10,947千円

１年超 15,574千円

合計 26,522千円

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 9,656千円

１年超 13,002千円

合計 22,659千円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 1,016千円

減価償却費 
相当額

931千円

支払利息 
相当額

21千円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 6,193千円

減価償却費
相当額

5,814千円

支払利息 
相当額

409千円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 1,465千円

減価償却費
相当額

1,342千円

支払利息
相当額

33千円

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

同左

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

同左

利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額の差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。

利息相当額の算定方法

同左

利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
(注) その他有価証券で時価のあるものの減損にあたっては、当中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ

て30％以上下落した場合には、「著しく下落した」ものとし、時価の推移及び発行体の財政状態等を勘案して

回復可能性を判断し、回復の見込みが明らかな場合を除き、減損処理を行っております。なお、当中間連結会

計期間末において、当該有価証券で時価のあるものについて時価が取得原価に比べて30％以上下落したものは

ありません。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

区分

前中間連結会計期間末(平成17年９月30日)

取得原価(千円)
中間連結貸借

対照表計上額(千円)
差額 
(千円)

その他有価証券

① 株式 54,308 158,688 104,380

② その他 64,728 68,990 4,262

計 119,037 227,679 108,642

区分

前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

中間連結貸借
対照表計上額(千円)

その他有価証券

① 非上場株式 72,700

② マネーマネージメントファンド 25,340

計 98,040



当中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
(注) その他有価証券で時価のあるものの減損にあたっては、当中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ

て30％以上下落した場合には、「著しく下落した」ものとし、時価の推移及び発行体の財政状態等を勘案して

回復可能性を判断し、回復の見込みが明らかな場合を除き、減損処理を行っております。なお、当中間連結会

計期間末において、当該有価証券で時価のあるものについて時価が取得原価に比べて30％以上下落したものは

ありません。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

区分

当中間連結会計期間末(平成18年９月30日)

取得原価(千円)
中間連結貸借

対照表計上額(千円)
差額 
(千円)

その他有価証券

① 株式 54,308 151,425 97,117

② 債券 20,500 20,480 △ 20

③ その他 165,748 175,491 9,742

計 240,557 347,396 106,839

区分

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

中間連結貸借
対照表計上額(千円)

その他有価証券

① 非上場株式 288,043

② マネーマネージメントファンド 27,239

③ その他 129,800

計 445,082



前連結会計年度末(平成18年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
(注) その他有価証券で時価のあるものの減損にあたっては、前連結会計年度末における時価が取得原価に比べて

30％以上下落した場合には、「著しく下落した」ものとし、時価の推移及び発行体の財政状態等を勘案して回

復可能性を判断し、回復の見込みが明らかな場合を除き、減損処理を行っております。なお、前連結会計年度

末において、当該有価証券で時価のあるものについて時価が取得原価に比べて30％以上下落したものはありま

せん。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

区分

前連結会計年度末(平成18年３月31日)

取得原価(千円)
連結貸借対照表計上額

(千円)
差額 
(千円)

その他有価証券

① 株式 54,308 201,482 147,173

② 債権 20,500 21,685 1,185

③ その他 165,728 177,420 11,692

計 240,537 400,588 160,051

区分

前連結会計年度末
(平成18年３月31日)

連結貸借対照表計上額
(千円)

その他有価証券

① 非上場株式 253,700

② マネーマネージメントファンド 26,667

③ その他 129,800

計 410,167



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平

成18年４月１日 至 平成18年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年

３月31日) 

当社グループは、前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度のいずれにおいて

もデリバティブ取引を全く利用していないので、該当する事項はありません。 

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な内容 

(1) エンベデッドソリューション事業…………ソフトウェア・ハードウェア技術の融合により、家電・民生機

器、事務機器等に組み込まれるマイコンシステム開発から情報

通信技術へと拡大し、現在はモバイル通信システム、放送用通

信システムなど大規模システムまでをカバーする情報通信関連

事業を提供しております。 

(2) ビジネスソリューション事業………………金融、製造、流通、公共分野といった様々な業種・業務別のビ

ジネスノウハウを基盤に、ドットコムや電子商取引といった先

進分野に至るニーズをも幅広くカバーし、コンサルタントから

ソフトウェア開発、サポートといった一貫したビジネスソリュ

ーションを提供しております。 

(3) プロダクトソリューション事業……………当社グループが保有するソフトウェア・ハードウェア技術、業

務経験、及び開発実績等を結集して研究開発した自社製品、及

びIT関連の各種製商品の販売・サポートサービスを提供すると

ともに、顧客へのソリューションニーズに合わせたトータルシ

ステムインテグレーションサービス等を行っております。 

３ 当中間連結会計期間から事業セグメント名称を、次のとおり変更しております。 

(旧)                   (新) 

  情報通信ソリューションサービス事業   →   エンベデッドソリューション事業 

  ビジネスソリューションサービス事業   →   ビジネスソリューション事業 

  プロダクト・販売等事業         →   プロダクトソリューション事業 

  

エンベデッド
ソリューショ
ン事業 
(千円)

ビジネスソリ
ューション事

業 
(千円)

プロダクトソ
リューション
事業 
(千円)

計(千円)
消去又は 
全社(千円)

連結(千円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

6,190,643 3,577,593 1,210,707 10,978,944 10,978,944

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

548 74 17,677 18,300 (18,300) ―

計 6,191,192 3,577,667 1,228,385 10,997,245 (18,300) 10,978,944

営業費用 5,664,178 3,454,651 1,261,454 10,380,283 (18,300) 10,361,982

営業利益又は営業損失(△) 527,014 123,016 △33,069 616,961 ― 616,961



当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な内容 

(1) エンベデッドソリューション事業…………ソフトウェア・ハードウェア技術の融合により、家電・民生機

器、事務機器等に組み込まれるマイコンシステム開発から情報

通信技術へと拡大し、現在はモバイル通信システム、放送用通

信システムなど大規模システムまでをカバーする情報通信関連

事業を提供しております。 

(2) ビジネスソリューション事業………………金融、製造、流通、公共分野といった様々な業種・業務別のビ

ジネスノウハウを基盤に、ドットコムや電子商取引といった先

進分野に至るニーズをも幅広くカバーし、コンサルタントから

ソフトウェア開発、サポートといった一貫したビジネスソリュ

ーションを提供しております。 

(3) プロダクトソリューション事業……………当社グループが保有するソフトウェア・ハードウェア技術、業

務経験、及び開発実績等を結集して研究開発した自社製品、及

びIT関連の各種製商品の販売・サポートサービスを提供すると

ともに、顧客へのソリューションニーズに合わせたトータルシ

ステムインテグレーションサービス等を行っております。 

  

エンベデッド
ソリューショ
ン事業 
(千円)

ビジネスソリ
ューション事

業 
(千円)

プロダクトソ
リューション
事業 
(千円)

計(千円)
消去又は 
全社(千円)

連結(千円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

6,409,852 3,948,312 1,606,595 11,964,760 11,964,760

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

907 ─ 16,752 17,659 (17,659) ─

計 6,410,759 3,948,312 1,623,347 11,982,419 (17,659) 11,964,760

営業費用 5,976,215 3,747,397 1,826,449 11,550,062 (17,659) 11,532,403

営業利益又は営業損失(△) 434,543 200,914 △203,101 432,357 ─ 432,357



前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な内容 

(1) エンベデッドソリューション事業…………ソフトウェア・ハードウェア技術の融合により、家電・民生機

器、事務機器等に組み込まれるマイコンシステム開発から情報

通信技術へと拡大し、現在はモバイル通信システム、放送用通

信システムなど大規模システムまでをカバーする情報通信関連

事業を提供しております。 

(2) ビジネスソリューション事業………………金融、製造、流通、公共分野といった様々な業種・業務別のビ

ジネスノウハウを基盤に、ドットコムや電子商取引といった先

進分野に至るニーズをも幅広くカバーし、コンサルタントから

ソフトウェア開発、サポートといった一貫したビジネスソリュ

ーションを提供しております。 

(3) プロダクトソリューション事業……………当社グループが保有するソフトウェア・ハードウェア技術、業

務経験、及び開発実績等を結集して研究開発した自社製品、及

びIT関連の各種製商品の販売・サポートサービスを提供すると

ともに、顧客へのソリューションニーズに合わせたトータルシ

ステムインテグレーションサービス等を行っております。 

  

エンベデッド
ソリューショ
ン事業  
(千円)

ビジネスソリ
ューションサ
ービス事業 
(千円)

プロダクトソ
リューション
事業  
(千円)

計(千円)
消去又は 
全社(千円)

連結(千円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

12,663,630 7,392,615 2,775,531 22,831,777 22,831,777

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

999 ─ 33,949 34,948 (34,948) ─

計 12,664,629 7,392,615 2,809,480 22,866,725 (34,948) 22,831,777

営業費用 11,537,056 7,074,241 2,771,179 21,382,477 (34,948) 21,347,529

営業利益 1,127,573 318,373 38,300 1,484,247 ─ 1,484,247



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計額に占める「日本」の割合がいずれも90％を超えているため、記載を省

略しております。 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計額に占める「日本」の割合がいずれも90％を超えているため、記載を省

略しております。 

前連結会計年度  (自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の合計額に占める「日本」の割合がいずれも

90％を超えているため、記載を省略しております。 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

海外連結売上高は、連結売上高の10％未満のため記載を省略しております。 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

海外連結売上高は、連結売上高の10％未満のため記載を省略しております。 

前連結会計年度  (自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

海外連結売上高は、連結売上高の10％未満のため記載を省略しております。 



(１株当たり情報) 

  

 
(注）算定上の基礎 

１.１株当たり純資産額 

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 446円79銭 １株当たり純資産額 472円68銭 １株当たり純資産額 479円09銭

１株当たり中間純利益 22円59銭 １株当たり中間純利益 15円85銭 １株当たり当期純利益 59円36銭

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益           22円37銭

 当社は、平成17年５月20日付で、

株式１株につき２株の株式分割を行

っております。

 なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の１株当たり

情報については、それぞれ以下のと

おりとなります。

前中間連結会計

期間
前連結会計年度

１株当たり純

資産額

  394円89銭

１株当たり純

資産額

   436円95銭

１株当たり中

間純利益

   21円79銭

１株当たり当

期純利益

   61円90銭

潜在株式調整

後１株当たり

中間純利益

   21円58銭

潜在株式調整

後１株当たり

当期純利益

   61円33銭

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益           15円72銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益           58円75銭

 当社は、平成17年５月20日付で、

株式１株につき２株の株式分割を行

っております。

 なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の１株当たり

情報については、それぞれ以下のと

おりとなります。

１株当たり純資産額   436円95銭 

 

１株当たり当期純利益   61円90銭 

 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益  61円33銭 

 

前中間連結会計期間末

（平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

（平成18年９月30日)

前連結会計年度末

（平成18年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) ─ 6,936,784 ─

純資産の部の合計額から控除する

金額(千円)
─ 21,265 ─

  (うち少数株主持分) (─) (21,265) (─)

普通株式に係る中間期末(期末)の

純資産額(千円)
─ 6,915,519 ─

普通株式の発行済株式数(千株) ─ 14,830 ─

普通株式の自己株式数(千株） ― 200 ─

１株当たり純資産の算定に用いら

れた中間期末(期末)の普通株式の

数(千株)

─ 14,630 ─



２.１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期）純利益 

 

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日)

前連結会計年度

(自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日)

中間連結損益計算書上の中間(当

期)純利益(千円)
334,963 231,898 875,010

普通株式に係る中間(当期)純利益 

(千円)
334,963 231,898 875,010

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 14,825 14,630 14,740

中間(当期)純利益調整額(千円) ― ― ―

潜在株式調整後１株当たり中間(当

期)純利益の算定に用いられた普通

株式増加数の主要な内訳(千株)

 新株予約権 149 119 154

普通株式増加数(千株) 149 119 154

希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり中間(当期)

純利益の算定に含まれなかった潜

在株式の概要

― ― ―



(重要な後発事象) 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

株式の取得(子会社化)に関する基本合意書締結について 

連結財務諸表提出会社は、平成17年12月２日開催の取締役会において、株式会社ラムダシステム

ズの発行済全株式を取得し株式会社ラムダシステムズ及びその子会社である株式会社アイ・シーを

子会社とすることについて、基本合意書を締結することを決議し、同日、基本合意書を締結いたし

ました。 

１ 子会社とする目的 

当社グループの主力事業であるデジタル放送関連、携帯電話、車載製品等の組込み(エンベデ

ッド)系システム開発事業で多くの相乗効果が期待できるとともに、全国の放送局を始め、プロ

ダクション、公営企業など、幅広い分野での顧客基盤拡大にも繫がるとの判断によるものであ

ります。 

２ 子会社となる会社の概要 

 
３ 株式の取得先 

株式会社ラムダシステムズの代表取締役である藤沢行光氏他３名より、発行済全株式を取得

いたします。 

４ 取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

(1) 異動前の所有株式数          0株(所有割合    0％) 

(議決権の数   ０個) 

(2) 取得株式数             400株(取得価額   未定) 

(議決権の数   400個) 

(3) 異動後の所有株式数         400株(所有割合   100％) 

(議決権の数   400個) 

５ 日程 

平成18年１月17日 取締役会決議、株式譲渡契約書締結・株式譲受け(予定)。 

６ 支払資金の調達及び支払方法 

商号 株式会社ラムダシステムズ 株式会社アイ・シー

代表者 代表取締役会長 藤沢行光 代表取締役社長 藤沢行光

本社所在地
東京都品川区大井１丁目20番10号住友大井町

ビル

東京都品川区大井１丁目20番10号住友大井町

ビル

設立年月日 1984年11月30日 1973年10月11日

主な事業の内容
電子テロップシステムにおけるソフトの開

発・販売・保守

電子テロップシステムにおける映像機器の開

発・製造

決算期 ６月30日 ３月31日

従業員数 62名(2005年６月30日現在) 24名(2005年３月31日現在)

主な事業所
本社、大阪支社、札幌支社、 

名古屋支社、福岡支社
本社

資本の額 20百万円 20百万円

発行済株式総数 400株 40,000株

大株主構成及び所

有割合

藤沢行光 (87.5%) 

親族３名 (12.5%)

株式会社ラムダシステムズ (100%)

最近事業年度にお

ける業績の動向

平成17年６月期 平成17年３月期

売上高

営業利益

経常利益

当期純利益

総資産

株主資本

１株当たり配当金

1,625百万円 

41百万円 

66百万円 

27百万円 

1,440百万円 

610百万円 

50,000円

売上高

営業損失

経常利益

当期純利益

総資産

株主資本

１株当たり配当金

552百万円 

3百万円 

32百万円 

18百万円 

270百万円 

85百万円 

0円

平成16年６月期 平成16年３月期

売上高

営業利益

経常利益

当期純利益

総資産

株主資本

１株当たり配当金

2,463百万円 

333百万円 

375百万円 

175百万円 

1,180百万円 

603百万円 

50,000円

売上高

営業利益

経常利益

当期純利益

総資産

株主資本

１株当たり配当金

628百万円 

50百万円 

33百万円 

11百万円 

332百万円 

67百万円 

0円



未定 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

ストック・オプション(新株予約権）の発行について 

平成18年６月23日開催の当社第37期定時株主総会で決議した会社法の規定に基づくストック・オ

プションとしての新株予約権の発行について、平成18年11月20日開催の当社取締役会において具体

的な発行内容を決議し、平成18年12月１日に下記のとおり発行いたしました。 

１ 新株予約権の割当の対象者及びその人数並びに割り当てる新株予約権の数 

当社取締役４名120個、当社監査役４名40個、当社執行役員11名135個、当社従業員594名

1,186個、当社連結子会社の取締役、監査役及び従業員136名343個、合計749名1,824個 

２ 新株予約権の目的である株式の種類及び数 

当社普通株式182,400株 

３ 新株予約権の総数 

1,824個（新株予約権１個につき当社普通株式100株） 

４ 新株予約権の払込金額 

無償とする。 

５ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

新株予約権１個当たり91,800円（1株当たり918円） 

６ 新株予約権の権利行使期間 

平成23年12月１日から平成26年11月30日までとする。 

７ 新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社及び当社グループ会社の取締

役、監査役又は従業員の地位にあることを要する。ただし、取締役、監査役又は従業員の地位を

失った場合であっても、取締役、監査役の任期満了等の正当な理由による退任、又は従業員の定

年、会社都合等の正当な理由による退職の場合に限り、当該地位喪失の日後２年間を限度に権利

を行使できる。 

②新株予約権の相続は認めない。 

③その他の条件については、株主総会決議及び新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と

新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。 

８ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金の額 

①新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第

40条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の

端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。 

②新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①記載

の資本金等増加限度額から①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

９ 新株予約権の償却事由及び条件 

①当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、当社が完全子会社となる株式交換契約書

の承認の議案並びに株式移転の議案につき株主総会で承認されたときは、本件新株予約権を無償

で消却することができる。 

②新株予約権の割当を受けた者が７に定める規定により、権利を行使する条件に該当しなくなっ

た場合は、本件新株予約権を無償で消却することができる。 

10 新株予約権の譲渡制限 

譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要する。 

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  



退職金制度について 

当社及び国内連結子会社は、平成18年４月１日付で退職金規程の改正を行い、適格退職年金制度

及び退職一時金制度を確定拠出年金制度へ移行しております。本移行に伴う翌連結会計年度に与え

る影響額は、59,863千円（特別利益）の見込であります。 

  

ストック・オプション制度について 

平成18年６月23日開催の第37期定時株主総会において、当社及び当社グループ会社の取締役、監

査役及び従業員に対し、ストック・オプションとして新株予約権を発行すること決議しました。 



(2) 【その他】 

該当する事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

   

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 1,664,208 1,005,315 964,939

２ 受取手形
＊３

107,491 74,304 58,538

３ 売掛金 4,119,843 4,466,068 4,472,055

４ 有価証券 25,340 27,239 26,667

５ たな卸資産 677,198 642,773 430,985

６ 繰延税金資産 302,785 393,622 220,841

７ その他 145,616 104,956 79,169

貸倒引当金 △618 △ 1,372 △ 630

流動資産合計 7,041,866 53.9 6,712,907 47.8 6,252,567 45.1

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産

(1) 建物 ＊１ 2,522,222 2,538,066 2,534,154

減価償却累計額 1,501,326 1,020,896 1,562,538 975,527 1,536,457 997,697

(2) 構築物 106,451 106,451 106,451

減価償却累計額 60,140 46,311 65,445 41,006 62,984 43,466

(3) 機械及び装置 115,910 111,534 116,184

減価償却累計額 102,038 13,872 94,040 17,494 100,838 15,345

(4) 車両運搬具 52,963 53,212 52,963

減価償却累計額 28,365 24,597 33,769 19,443 32,880 20,082

(5) 工具器具備品 221,965 217,657 223,063

減価償却累計額 169,889 52,075 172,958 44,699 174,200 48,863

(6) 土地 ＊１ 1,747,251 1,747,251 1,747,251

有形固定資産合計 2,905,004 22.2 2,845,421 20.2 2,872,706 20.7

２ 無形固定資産 26,361 0.2 23,980 0.2 26,154 0.2

３ 投資その他の資産

(1) 投資有価証券 297,947 736,976 776,668

(2) 関係会社株式 1,577,492 2,722,786 2,724,200

(3) 繰延税金資産 541,968 327,015 530,808

(4) その他 701,211 678,868 712,440

貸倒引当金 △17,850 ─ △ 17,850

投資その他の資産 
合計

3,100,770 23.7 4,465,646 31.8 4,726,267 34.0

固定資産合計 6,032,136 46.1 7,335,049 52.2 7,625,129 54.9

資産合計 13,074,003 100.0 14,047,957 100.0 13,877,696 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
（％）

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 買掛金 2,120,344 2,285,778 2,179,981

２ 短期借入金 ＊１ 1,396,963 1,722,299 1,356,630

３ １年内償還予定社債 100,000 100,000 100,000

４ 未払法人税等 325,026 214,220 268,065

５ 未払消費税等 ＊４ 59,865 59,412 71,620

６ 賞与引当金 537,332 597,732 419,747

７ 受注損失引当金 49,505 12,347 1,571

８ その他 303,885 614,066 288,347

流動負債合計 4,892,923 37.4 5,605,857 39.9 4,685,963 33.7

Ⅱ 固定負債

１ 社債 250,000 150,000 200,000

２ 長期借入金 ＊１ 464,494 1,027,034 1,187,514

３ 退職給付引当金 1,015,570 74,883 1,058,480

４ 役員退職慰労引当金 245,937 221,066 245,937

５ その他 53,411 461,597 25,029

固定負債合計 2,029,414 15.5 1,934,581 13.8 2,716,961 19.6

負債合計 6,922,337 52.9 7,540,438 53.7 7,402,925 53.3

(資本の部)

Ⅰ 資本金 438,900 3.4 ― ─ 438,900 3.2

Ⅱ 資本剰余金

資本準備金 151,112 ― 151,112

資本剰余金合計 151,112 1.2 ― ─ 151,112 1.1

Ⅲ 利益剰余金

１ 利益準備金 84,505 ― 84,505

２ 任意積立金 3,485,166 ― 3,485,166

３ 中間(当期)未処分
利益

1,975,805 ― 2,447,797

利益剰余金合計 5,545,477 42.4 ― ─ 6,017,470 43.4

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

65,954 0.5 ― ─ 97,202 0.7

Ⅴ 自己株式 △49,778 △0.4 ― ─ △ 229,914 △ 1.7

資本合計 6,151,666 47.1 ― ─ 6,474,771 46.7

負債資本合計 13,074,003 100.0 ― ─ 13,877,696 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
（％）

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

１ 資本金 ― ─ 438,900 3.1 ― ─

２ 資本剰余金

(1) 資本準備金 ― 151,112 ―

資本剰余金合計 ― ─ 151,112 1.1 ― ─

３ 利益剰余金

(1) 利益準備金 ― 84,505 ―

(2) その他利益剰余金

    特別償却準備金 ― 2,453 ―

    固定資産圧縮積立 
  金     

― 18,643 ―

別途積立金 ― 3,460,000 ―

繰越利益剰余金 ― 2,515,971 ―

利益剰余金合計 ― ─ 6,081,574 43.3 ― ─

４ 自己株式 ― ─ △ 229,914 △1.6 ― ─

株主資本合計 ― ─ 6,441,672 45.9 ― ─

Ⅱ 評価・換算差額等

 その他有価証券 
  評価差額金

― 65,845 ―

評価・換算差額等 
合計

― ─ 65,845 0.4 ― ─

純資産合計 ― ─ 6,507,518 46.3 ― ─

負債純資産合計 ― ─ 14,047,957 100.0 ― ─



 ② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
（％）

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 9,613,923 100.0 10,014,594 100.0 19,918,163 100.0

Ⅱ 売上原価 7,736,769 80.5 8,002,672 79.9 15,997,429 80.3

売上総利益 1,877,153 19.5 2,011,921 20.1 3,920,734 19.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ＊１ 1,324,395 13.8 1,452,845 14.5 2,633,557 13.2

営業利益 552,758 5.7 559,076 5.6 1,287,176 6.5

Ⅳ 営業外収益

１ 受取利息 1,082 1,381 2,343

２ 受取配当金 67,882 2,989 69,221

３ 賃貸料収入 19,931 19,983 39,863

４ その他 15,015 103,912 1.1 12,719 37,072 0.4 24,998 136,427 0.6

Ⅴ 営業外費用

１ 支払利息 10,630 17,726 22,279

２ 賃貸料原価 14,643 14,384 29,034

３ その他 9,108 34,382 0.3 5,207 37,318 0.4 12,351 63,664 0.3

経常利益 622,287 6.5 558,829 5.6 1,359,939 6.8

Ⅵ 特別利益

１ 投資有価証券売却益 ― ― 69,661

 ２ 退職給付引当金 

   戻入益
― ― ― 59,863 59,863 0.6 ― 69,661 0.4

Ⅶ 特別損失

１ 投資有価証券評価損 ― ─ ─ 6,370 6,370 0.1 ― ─ ─

税引前中間(当期) 
純利益

622,287 6.5 612,323 6.1 1,429,601 7.2

法人税、住民税 
及び事業税

323,251 203,008 586,600

法人税等調整額 △88,498 234,752 2.5 52,599 255,608 2.5 △ 16,526 570,073 2.9

中間(当期)純利益 387,534 4.0 356,714 3.6 859,527 4.3

前期繰越利益 1,588,270 ― 1,588,270

中間(当期)未処分 
利益

1,975,805 ― 2,447,797



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(千円) 438,900 151,112 151,112

中間会計期間中の変動額

 特別償却準備金の取崩 ─

 固定資産圧縮積立金の取崩 ─

 剰余金の配当 ─

 中間純利益 ─

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

─ ─ ─

平成18年９月30日残高(千円) 438,900 151,112 151,112

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合

計特別償却準備
金

固定資産圧縮
積立金

別途積立金
繰越利益剰余

金

平成18年３月31日残高 
(千円)

84,505 5,985 19,181 3,460,000 2,447,797 6,017,470 △ 229,914 6,377,568

中間会計期間中の変動額

 特別償却準備金の取崩 △ 3,531 3,531 ─

 固定資産圧縮積立金の 
 取崩

△ 537 537 ─

 剰余金の配当 △ 292,610 △ 292,610 △ 292,610

 中間純利益 356,714 356,714 356,714

中間会計期間中の変動額
合計(千円)

─ △ 3,531 △ 537 ─ 68,173 64,104 ─ 64,104

平成 18年９月30日残高 
(千円)

84,505 2,453 18,643 3,460,000 2,515,971 6,081,574 △ 229,914 6,441,672

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 97,202 97,202 6,474,771

中間会計期間中の変動額

 特別償却準備金の取崩 ─

 固定資産圧縮積立金の取崩 ─

 剰余金の配当 △ 292,610

 中間純利益 356,714

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△ 31,357 △ 31,357 △ 31,357

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

△ 31,357 △ 31,357 32,747

平成18年９月30日残高(千円) 65,845 65,845 6,507,518



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前中間会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

該当する事項はありません。 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

該当する事項はありません。 

前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

該当する事項はありません。 

  



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ たな卸資産の評価

基準及び評価方法

(1) 商品

移動平均法による原価

法

(1) 商品

同左

(1) 商品

同左

(2) 原材料

移動平均法による原価

法

(2) 原材料

同左

(2) 原材料

同左

(3) 仕掛品

個別法による原価法

(3) 仕掛品

同左

(3) 仕掛品

同左

(4) 貯蔵品

最終仕入原価法

(4) 貯蔵品

同左

(4) 貯蔵品

同左

２ 有価証券の評価基

準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会

社株式

移動平均法による原価

法

(1) 子会社株式及び関連会

社株式

同左

(1) 子会社株式及び関連会

社株式

同左

(2) その他有価証券

時価のあるもの

中間会計期間末日の

市場価格等に基づく

時価法

(評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定)

(2) その他有価証券

時価のあるもの

中間会計期間末日の

市場価格等に基づく

時価法

(評価差額は全部純

資産直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定)

(2) その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原

価法

時価のないもの

移動平均法による原

価法

 なお、投資事業有

限責任組合及びそれ

に類する組合への出

資（証券取引法第２

条第２項により有価

証券とみなされるも

の）については、組

合契約に規定される

決算報告日に応じて

入手可能な最近の決

算書を基礎とし、持

分相当額を純額で取

り込む方法によって

おります。

時価のないもの

同左



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

３ 固定資産の減価償

却の方法

有形固定資産

定率法

但し、平成10年４月１

日以降取得した建物(建

物附属設備は除く)につ

いては、定額法を採用し

ております。

なお、耐用年数及び残

存価額については、法人

税法に規定する方法と同

一の基準によっておりま

す。

有形固定資産

同左

有形固定資産

同左

無形固定資産

市場販売目的のソフト

ウェア

見込販売期間(３年以

内)における見込販売数

量に基づく償却額と販売

可能な残存有効期間に基

づく均等配分額を比較

し、いずれか大きい額を

計上しております。
―――――――

無形固定資産

市場販売目的のソフト

ウェア

同左

自社利用のソフトウェ

ア

見込利用可能期間(５

年)に基づく定額法によ

っております。

無形固定資産

市場販売目的のソフト

ウェア

同左

自社利用のソフトウェ

ア

同左



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計

上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給す

る賞与の支出に充てるた

め、支給見込額を計上し

ております。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

同左

(3) 受注損失引当金

ソフトウェアの請負契

約に基づく開発のうち、

当中間会計期間末時点で

将来の損失が見込まれ、

かつ、当該損失額を合理

的に見積もることが可能

なものについては、将来

発生が見込まれる損失額

を計上しております。

(3) 受注損失引当金

同左

(3) 受注損失引当金

ソフトウェアの請負契

約に基づく開発のうち、

当事業年度末時点で将来

の損失が見込まれ、か

つ、当該損失額を合理的

に見積もることが可能な

ものについては、将来発

生が見込まれる損失額を

計上しております。

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

おります。

未認識数理計算上の差

異は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以

内の一定年数(５年)によ

る定額法により、その発

生時の翌期から費用処理

しております。

(4) 退職給付引当金

確定拠出年金へ移行し

ない退職一時金について

は、従業員の退職給付に

備えるため、当中間会計

期間末における要支給額

を計上しております。

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当事業年度末にお

いて発生していると認め

られる額を計上しており

ます。

未認識数理計算上の差

異は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以

内の一定年数(５年)によ

る定額法により、その発

生時の翌期から費用処理

しております。

(5) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支

給に備えるため、役員退

職慰労金支給規程に基づ

く中間会計期間末要支給

額を計上しております。

(5) 役員退職慰労引当金

同左

(5) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支

給に備えるため、役員退

職慰労金支給規程に基づ

く期末要支給額を計上し

ております。

５ リース取引の処理

方法

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左



  

 
  

(会計処理方法の変更) 

  

 
  

  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための重要な事

項

(1) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方式

によっております。

(1) 消費税等の会計処理

同左

(1) 消費税等の会計処理

同左

(2) 税額計算等における諸

準備金等の取扱い

当中間会計期間に係る

税額及び法人税等調整額

は、当事業年度において

予定している利益処分に

よる租税特別措置法の規

定に基づく積立金及び準

備金の取崩しを前提とし

て当中間会計期間に係る

金額を計算しておりま

す。

(2) 税額計算等における諸

準備金等の取扱い

―――――――

(2)税額計算等における諸

準備金等の取扱い

―――――――

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号)

を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

    ───────── (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」(「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 平成14年

８月９日))及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号)を適

用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

    

    ─────────

    
(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日企業会計基準第５号)及

び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成 

17年12月９日 企業会計基準適用指

針第８号)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は、6,507,518千円

であります。 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。

    ─────────

   



(追加情報) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(受注損失引当金) 

 当中間会計期間では、請負契約に

基づく提案型ソリューション業務や

新規技術開発を伴う業務において、

政策的な受注や仕様調整の受入等に

より、プロジェクトの実行予算上、

開発原価が受注金額を超える部分が

発生したため、受注損失引当金

49,505千円を計上しております。

    ───────── (受注損失引当金) 

 当事業年度では、請負契約に基づ

く提案型ソリューション業務や新規

技術開発を伴う業務において、政策

的な受注や仕様調整の受入等によ

り、プロジェクトの実行予算上、開

発原価が受注金額を超える部分が発

生したため、受注損失引当金1,571

千円を計上しております。

    ─────────

    

（退職給付引当金） 

 当社は平成18年４月１日をもっ

て、適格年金制度及び退職一時金制

度を廃止し、確定拠出年金制度に移

行いたしました。 

 なお、確定拠出年金へ移行しない

退職一時金については、制度の廃止

時点までに係る退職金額は確定して

おりますが、支給時期は退職時であ

るため、「実務対応報告第２号退職

給付制度間の移行等の会計処理に関

する実務上の取扱い」（企業会計基

準委員会平成14年３月29日）に基づ

き、引続き「退職給付引当金」とし

て計上しております。 

 未認識計算上の差異の未処理額に

ついては、退職一時金に含めて一括

処理しております。 

 本移行に伴う影響額は、特別利益

の「退職給付引当金戻入益」として

59,863千円計上しております。

    ─────────



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

 

 

＊１ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次

のとおりであります。

建物 175,912千円

土地 280,160千円

計 456,072千円

担保付債務は次のとおりで

あります。

短期借入金 24,000千円

長期借入金 60,000千円

計 84,000千円

なお、上記の他、加入する

協同組合広島インテリジェン

ト セ ン タ ー の 借 入 金

1,040,503千円に対して建物

176,325千円、土地317,783千

円を担保に供しております。

 

 

＊１ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次

のとおりであります。

建物 172,527千円

土地 280,160千円

計 452,687千円

担保付債務は次のとおりで

あります。

短期借入金 24,000千円

長期借入金 36,000千円

計 60,000千円

なお、上記の他、加入する

協同組合広島インテリジェン

ト セ ン タ ー の 借 入 金

899,371千円に対して建物

168,386千円、土地317,783千

円を担保に供しております。

 

 

＊１ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次

のとおりであります。

建物 174,219千円

土地 280,160千円

計 454,379千円

担保付債務は次のとおりで

あります。

短期借入金 24,000千円

長期借入金 48,000千円

計 72,000千円

なお、上記の他、加入する

協同組合広島インテリジェン

ト セ ン タ ー の 借 入 金

969,937千円に対して建物

172,264千円、土地317,783千

円を担保に供しております。

 ２ 保証債務

関連会社の金融機関からの

借入金に対し、次のとおり債

務保証を行っております。

株式会社東北情報センター

10,000千円

――――――

 

 ２ 保証債務

関係会社の金融機関からの

借入金に対し、次のとおり債

務保証を行っております。

株式会社東北情報センター

6,000千円

―――――― ＊３ 期日満期手形の処理

  中間会計期間末日満期手形の会

計処理については、手形交換日

をもって決済処理しておりま

す。 

 なお、当中間会計期間末日が

金融機関の休日であったため、

次の中間会計期間末日満期手形

が、中間会計期間末残高に含ま

れております。 

 受取手形    5,587千円  

――――――

＊４ 消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ、未払消費

税等として表示しておりま

す。

＊４ 消費税等の取扱い

同左

――――――

 ５ 加入する厚生年金基金

自社の拠出に対応する年金

資産の額を合理的に計算する

ことができない総合設立型の

厚生年金基金に加入してお

り、掛金拠出割合等により計

算 し た 年 金 資 産 の 額 は

2,170,418千円であります。

 ５ 加入する厚生年金基金

自社の拠出に対応する年金

資産の額を合理的に計算する

ことができない総合設立型の

厚生年金基金に加入してお

り、掛金拠出割合等により計

算 し た 年 金 資 産 の 額 は

2,560,993千円であります。

 ５ 加入する厚生年金基金

自社の拠出に対応する年金

資産の額を合理的に計算する

ことができない総合設立型の

厚生年金基金に加入してお

り、掛金拠出割合等により計

算した年金資産の額は、

2,509,967千円であります。



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

＊１ 販売費及び一般管理費のうち

主要なもの

給与手当及び賞与 699,519千円

賞与引当金繰入額 66,082千円

退職給付費用 11,338千円

＊１ 販売費及び一般管理費のうち

主要なもの

給与手当及び賞与 741,559千円

賞与引当金繰入額 70,505千円

退職給付費用 14,405千円

＊１ 販売費及び一般管理費のうち

主要なもの

給与手当及び賞与 1,437,502千円

賞与引当金繰入額 53,053千円

退職給付費用 23,611千円

 ２ 減価償却実施額

有形固定資産 48,965千円

無形固定資産 2,021千円

 ２ 減価償却実施額

有形固定資産 47,445千円

無形固定資産 2,174千円

 ２ 減価償却実施額

有形固定資産 101,840千円

無形固定資産 4,208千円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

   
  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株）             200,080                  ─                 ─             200,080



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

会計期間末残高相当額
工具器具 
備品 
(千円)

取得価額 
相当額

7,649

減価償却 
累計額 
相当額

6,440

中間期末 
残高 
相当額

1,208

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

会計期間末残高相当額
工具器具
備品 
(千円)

取得価額
相当額

14,431

減価償却
累計額 
相当額

5,138

中間期末
残高 
相当額

9,292
 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額
工具器具 
備品 
(千円)

取得価額
相当額

4,792

減価償却
累計額 
相当額

3,993

期末残高
相当額

798

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 798千円

１年超 488千円

合計 1,286千円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 2,341千円

１年超 7,026千円

合計 9,368千円

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 726千円

１年超 122千円

合計 849千円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 1,016千円

減価償却費 
相当額

931千円

支払利息 
相当額

21千円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 1,223千円

減価償却費
相当額

1,145千円

支払利息 
相当額

102千円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 1,465千円

減価償却費
相当額

1,342千円

支払利息
相当額

33千円

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

・リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

同左

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

同左

利息相当額の算定方法

・リース料総額とリース物件の

取得価額相当額の差額を利息

相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によっ

ております。

利息相当額の算定方法

同左

利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前中間会計期間(平成17年９月30日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当中間会計期間(平成18年９月30日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度(平成18年３月31日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注）算定上の基礎 

１．１株当たり純資産額 

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 415円98銭 １株当たり純資産額 444円79銭 １株当たり純資産額 442円55銭

１株当たり中間純利益 26円14銭 １株当たり中間純利益 24円38銭 １株当たり当期純利益 58円31銭

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益           25円88銭

 当社は、平成17年５月20日付で、

株式１株につき２株の株式分割を行

っております。

 なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の１株当たり

情報については、それぞれ以下のと

おりとなります。

前中間会計期間 前事業年度

１株当たり純
資産額
  365円15銭

１株当たり純
資産額
   403円９銭

１株当たり中
間純利益
   20円22銭

１株当たり当
期純利益
   55円94銭

潜在株式調整
後１株当たり
中間純利益
   20円03銭

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益
   55円42銭

 

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益 24円18銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益                57円71銭

 当社は、平成17年５月20日付で、

株式１株につき２株の株式分割を行

っております。

 なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前事業年度

における１株当たり情報について

は、以下のとおりとなります。

１株当たり純資産額    403円09銭 

 

１株当たり当期純利益    55円94銭 

 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益  55円42銭 

 

前中間会計期間末
（平成17年９月30日)

当中間会計期間末
（平成18年９月30日)

前事業年度末
（平成18年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) ─ 6,507,518 ─

純資産の部の合計額から控除する

金額(千円)
─ ─ ─

普通株式に係る中間期末(期末)の

純資産額(千円)
─ 6,507,518 ─

普通株式の発行済株式数(千株) ─ 14,830 ─

普通株式の自己株式数(千株） ― 200 ─

１株当たり純資産の算定に用いら

れた中間期末(期末)の普通株式の

数(千株)

─ 14,630 ─



２．１株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益   

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

中間損益計算書上の中間(当期)純
利益(千円)

387,534 356,714 859,527

普通株式に係る中間(当期)純利益 
(千円)

387,534 356,714 859,527

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ─ ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 14,825 14,630 14,740

中間(当期)純利益調整額(千円) ― ─ ─

潜在株式調整後１株当たり中間(当
期)純利益の算定に用いられた普通
株式増加数の内訳(千株)

 新株予約権 149 119 154

普通株式増加数(千株) 149 119 154

希薄化効果を有しないため、潜在
株式調整後１株当たり中間(当期)
純利益の算定に含まれなかった潜
在株式の概要

― ─ ─



(重要な後発事象) 

前中間会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

株式の取得(子会社化)に関する基本合意書締結について 

平成17年12月２日開催の取締役会において、株式会社ラムダシステムズの発行済全株式を取得し

株式会社ラムダシステムズ及びその子会社である株式会社アイ・シーを子会社とすることについ

て、基本合意書を締結することを決議し、同日、基本合意書を締結いたしました。 

１ 子会社とする目的 

当社の主力事業であるデジタル放送関連、携帯電話、車載製品等の組込み(エンベデッド)系

システム開発事業で多くの相乗効果が期待できるとともに、全国の放送局を始め、プロダクシ

ョン、公営企業など、幅広い分野での顧客基盤拡大にも繫がるとの判断によるものでありま

す。 

２ 子会社となる会社の概要 

  

 
  

３ 株式の取得先 

株式会社ラムダシステムズの代表取締役である藤沢行光氏他３名より、発行済全株式を取得

いたします。 

  

４ 取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

(1) 異動前の所有株式数         ０株(所有割合    0％) 

(議決権の数    0個) 

(2) 取得株式数             400株(取得価額   未定) 

(議決権の数   400個) 

(3) 異動後の所有株式数         400株(所有割合   100％) 

(議決権の数   400個) 

商号 株式会社ラムダシステムズ 株式会社アイ・シー

代表者 代表取締役会長 藤沢行光 代表取締役社長 藤沢行光

本社所在地
東京都品川区大井１丁目20番10号住友大井町

ビル

東京都品川区大井１丁目20番10号住友大井町

ビル

設立年月日 1984年11月30日 1973年10月11日

主な事業の内容
電子テロップシステムにおけるソフトの開

発・販売・保守

電子テロップシステムにおける映像機器の開

発・製造

決算期 ６月30日 ３月31日

従業員数 62名(2005年６月30日現在) 24名(2005年３月31日現在)

主な事業所
本社、大阪支社、札幌支社、 

名古屋支社、福岡支社
本社

資本の額 20百万円 20百万円

発行済株式総数 400株 40,000株

大株主構成及び所

有割合

藤沢行光 (87.5%) 

親族３名 (12.5%)

株式会社ラムダシステムズ (100%)

最近事業年度にお

ける業績の動向

平成17年６月期 平成17年３月期

売上高

営業利益

経常利益

当期純利益

総資産

株主資本

１株当たり配当金

1,625百万円 

41百万円 

66百万円 

27百万円 

1,440百万円 

610百万円 

50,000円

売上高

営業損失

経常利益

当期純利益

総資産

株主資本

１株当たり配当金

552百万円 

3百万円 

32百万円 

18百万円 

270百万円 

85百万円 

0円

平成16年６月期 平成16年３月期

売上高

営業利益

経常利益

当期純利益

総資産

株主資本

１株当たり配当金

2,463百万円 

333百万円 

375百万円 

175百万円 

1,180百万円 

603百万円 

50,000円

売上高

営業利益

経常利益

当期純利益

総資産

株主資本

１株当たり配当金

628百万円 

50百万円 

33百万円 

11百万円 

332百万円 

67百万円 

0円



５ 日程 

平成18年１月17日 取締役会決議、株式譲渡契約書締結・株式譲受け(予定)。 

６ 支払資金の調達及び支払方法 

未定 

  

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

ストック・オプション(新株予約権）の発行について 

平成18年６月23日開催の当社第37期定時株主総会で決議した会社法の規定に基づくストック・オ

プションとしての新株予約権の発行について、平成18年11月20日開催の当社取締役会において具体

的な発行内容を決議し、平成18年12月１日に下記のとおり発行いたしました。 

１ 新株予約権の割当の対象者及びその人数並びに割り当てる新株予約権の数 

当社取締役４名120個、当社監査役４名40個、当社執行役員11名135個、当社従業員594名

1,186個、当社連結子会社の取締役、監査役及び従業員136名343個、合計749名1,824個 

２ 新株予約権の目的である株式の種類及び数 

当社普通株式182,400株 

３ 新株予約権の総数 

1,824個（新株予約権１個につき当社普通株式100株） 

４ 新株予約権の払込金額 

無償とする。 

５ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

新株予約権１個当たり91,800円（1株当たり918円） 

６ 新株予約権の権利行使期間 

平成23年12月１日から平成26年11月30日までとする。 

７ 新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社及び当社グループ会社の取締

役、監査役又は従業員の地位にあることを要する。ただし、取締役、監査役又は従業員の地位を

失った場合であっても、取締役、監査役の任期満了等の正当な理由による退任、又は従業員の定

年、会社都合等の正当な理由による退職の場合に限り、当該地位喪失の日後２年間を限度に権利

を行使できる。 

②新株予約権の相続は認めない。 

③その他の条件については、株主総会決議及び新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と

新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。 

８ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金の額  

①新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第

40条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の

端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。 

②新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①記載

の資本金等増加限度額から①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

９ 新株予約権の償却事由及び条件 

①当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、当社が完全子会社となる株式交換契約書

の承認の議案並びに株式移転の議案につき株主総会で承認されたときは、本件新株予約権を無償

で消却することができる。 

②新株予約権の割当を受けた者が７に定める規定により、権利を行使する条件に該当しなくなっ

た場合は、本件新株予約権を無償で消却することができる。 

10 新株予約権の譲渡制限 

譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要する。 



  

前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

退職金制度について 

当社は、平成18年４月１日付で退職金規程の改正を行い、適格退職年金制度及び退職一時金制度

を確定拠出年金制度へ移行しております。本移行に伴う翌事業年度に与える影響額は、59,863千円

（特別利益）の見込であります。 

  

ストック・オプション制度について 

平成18年６月23日開催の第37期定時株主総会において、当社及び当社グループ会社の取締役、監

査役及び従業員に対し、ストック・オプションとして新株予約権を発行すること決議しました。 

  



(2) 【その他】 

該当する事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

（1）有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度 第37期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月23日関東財務局長に提

出 

（2）自己株券買付状況報告書 

  平成18年４月14日、平成18年５月15日、平成18年６月15日、平成18年７月14日関東財務局長に提出 

  

  



該当する事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１５日

株 式 会 社 コ ア 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社コアの平成

１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日

まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッ

シュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社コア及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１７

年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１７年１２月２日開催の取締役会において、株式会社ラムダシステムズの発

行済全株式を取得し株式会社ラムダシステムズ及びその子会社である株式会社アイ・シーを子会社とすることについて、基本合意書

を締結することを決議し、同日、「基本合意書」を締結した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

  

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 藤 本 克 彦 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 原 科 博 文 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１５日

株 式 会 社  コ ア 

取 締 役 会 御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社コアの平成

１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１９年９月３０日

まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連

結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社コア及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１８

年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社法の規定に基づくストックオプションとしての新株予約権を平成１８年１２月１日

に発行した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 長 坂   隆 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 原 科 博 文 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１５日

 

株 式 会 社 コ ア 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社コアの平成

１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第３７期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日

まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社コアの平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３

０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１７年１２月２日開催の取締役会において、株式会社ラムダシステムズの発

行済全株式を取得し株式会社ラムダシステムズ及びその子会社である株式会社アイ・シーを子会社とすることについて、基本合意書

を締結することを決議し、同日、「基本合意書」を締結した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 藤 本 克 彦 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 原 科 博 文 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１５日

株 式 会 社  コ ア 

取 締 役 会 御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社コアの平成

１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第３８期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日

まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社コアの平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３

０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社法の規定に基づくストックオプションとしての新株予約権を平成１８年１２月１日

に発行した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 長 坂   隆 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 原 科 博 文 
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